
 

 

 

第二章 

知識と企業的機能 

 

 本章では企業的機能の概念及び特徴について解説する。企業性とは、オーストリア経済

学派にとって、大変重要な基本的要素であり、経済思想家たちの研究の旋回軸のようなも

のである。よって、企業性の本質とは如何なるものなのか、また、企業家が市場で活動す

るとき生成される知識が、経済的にどのような役割を担うのか説明したい。市場の動態的

プロセスに存在する調整トレンドや、本章以降で詳しく触れる、オーストリア経済学思想

の歴史的変遷などを理解するためには、これが唯一の手段だと思う。 

 

 

2.1. 企業的機能の定義 

 

 オーストリア経済学では、一般的または広義的な意味において、企業的機能は、人間行

為そのものと同一だと考える。この観点から、現在を変え将来に目的を遂げようと行動す

る者全てが企業的機能を働かせるのだと言える。このような定義は一見、あまりにも曖昧

で現在の言語的使用には不適切と思われるが、それは「empresa」という言葉の語源の本来

の意味に完全に合致していることを理解する必要がある。実際、スペイン語の表現

「empresa」や、「entrepreneur」のフランス語、英語上の単語は「prehendo-endi-ensum」

というラテン語の動詞を語源とし、「発見する、見る、知覚する、気づく、捕まえる」と

いう意味を持ち、ラテン語の「in prehensa」は明らかに行動を表し、取る、掴むという意

味になる。要するに、empresaは行動の同義語であり、フランスでもentrepreneurという単

語はずいぶん昔、中世盛期頃から既に使われており、一般的に、戦争に関係する重要な事

業や大聖堂建築に関する大工事を行う人々を指す言葉として使われていた。レアルアカデ

ミア辞書によると、スペイン語の「empresa（企業、会社）」を解説する記述の一つに、「勇

敢にも始められる努力の要る困難な行為」と説明されている。また、この単語は中世の頃

から、重要な特定の行為をなす際、その使命に対する騎士階級の忠誠、宣誓を表す勲章の

名称として用いられた。このempresaの行為という意味は、新たな目的と手段を探す、発見

する、創造することを継続的に試みる「emprendedora（積極的な人）」の行動（前述した

in prehensaの語源に共鳴する）と必然的、不可避的に結びついていることになる。 

 

 企業的機能とは厳密な意味において基本的に、何らかの目的、あるいは、周囲の状況に

見られる利得や収入が得られる機会を発見し重視し（prehndo)、望むならば、その機会を

利用するために行動することである。カーズナーは、企業性の行使とは一種の特別な洞察

力（alertness）を示し、つまり、人間が周囲に起きた事象に気づき、発見できるように常

に敏捷でいることだと述べている（Kirzner、1998：49、79）。カーズナーがalertnessと

いう英語の単語を使った理由は、entrepreneurshipという言葉はフランス語からきており、
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アングロサクソンの言語の中では、大陸のロマンス語に持つ、prehendoの意味が含まれて

いないからである。いずれにせよ、スペイン語の修飾語、perspicaz（洞察力ある）は企業

的機能に対して非常に適した言葉であり、レアルアカデミア辞書にある「非常に鋭敏な視

線、観察で多くを捉える」という説明に合致している。同様に、「especlador」という単

語もラテン語の「specula」を語源とし、それは、近づくかもしれない遠くに見えるものを

監視していた見張り人の塔などを表す言葉であった。このような概念は企業家が、どのよ

うに行動するか、それを推し進めることによって将来得られる結果が予測されるのか判断

する際の行為と完全に一致する。empresarialidadの中に「気を付ける」や「警戒する」と

いう意味が含まれることから、el estar alerta（注意する）という説明も受け入れられる

が、いずれにしても、おそらく、一種の静態的な行為を明確に表すperspicaz（洞察力ある）

という言葉が持つ意味ほど適切でないように思われる。 

 

 

2.2 情報、知識、企業性 

 

 行為者が持つ情報や知識を企業性がどのような形で変化させるのか理解することなく、

オーストリア派が追及する企業的機能の性質を深く理解することはできない。一方、新し

い目的と手段を創造し、知覚しまたは気づくことは、それまで持っていなかった新しい情

報を発見する意味において、行為者の知識の変革を表す。他方、この発見は主体者である

行為者が持つ情報や知識の全体像または内容全てを改変させる。すると、ここで次の基本

的な疑問が湧いてくる：企業的機能が行使されるための重要な情報や知識にはどのような

特徴があるのだろうか。よって、オーストリア派経済学の視点からの企業的知識の基本的

な六つの特徴について続いて具体的に見てみよう：1)実際的で、非科学的なタイプの主観

的知識である；２）固有の知識である；３）あらゆる人間の頭の中で散乱している；４）

大部分は暗黙的な知識なため、言葉で表現できない；５）企業的機能の行使によって、ex 

hihilo、無から創造される知識である；６）伝達可能な知識であり、大部分は無意識で、

非常に複雑な社会プロセスを通して伝わる。その社会プロセスの分析こそが経済学の研究

目的である。 

 

 

2.3 非科学的な主観的、実際的知識 

 

 第一に、人間行為の行使に対して最も重要な、私たちが分析している知識は、何よりも

実際的な主観的知識であり、科学的な性質のものではない。実際的知識とは、形式的に表

現できず、当事者が、言い換えれば、それぞれの状況において人間行為の行使によって、

実践を通して得たり学んだりするものである。それは、ハイエクが言うように、時間と空

間の主観的調整についてあらゆる個人的状況下の重要な知識なのである（ハイエク、1972：

51、91）。要するにここで言及していることは、具体的な人間の評価、つまり、行為者が

目指す目的や、他の行為者が目指し、追及すると思う目的に関する知識についてである。

同様に、目的を達成するために行為者が手にできると思う手段に関すること及び、特に行
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為者がその時々の具体的行為で重要と思う個人的またはそうでない状況に関する実際的知

識のことでもある。 

 

 次に重要な構図を示そう。マイケル・オークショットの「実際的知識」と「科学的知識」

の区別（オークショット、1991:12、15）、ハイエク学派の「散乱した知識」と「集約した

知識」の区別、マイケル・ポランニーの「暗黙知」と「形式知」の区別（ポランニー、1959：

24-25）、ミーゼスの「唯一の事象」に対する知識と「現象の種類」の全挙動に関する知識

（ミーゼス、1995: 130-137）。知識の二つの基本的な類型の違いについて、これら4人の

著者によるそれぞれの視点を表2.1に纏めてみた。 
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表2.1 

知識の二つの類型 

 

 A類型 B類型 

オークショット 実際的（継承的） 科学的（または技術的） 

ハイエク 散乱している 集約している 

ポランニー 暗黙知 形式知 

ミーゼス 唯一の事象による 種類による 

経済 

（A類型の知識上に関するB類型の知識） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

上記の知識における両類型の関係は複雑である。例えば、科学的知識（B類型）は非明示的

な、暗黙的な基盤（A類型）を持っている。科学や技術（B類型）の進化は直ぐに新たな、

より生産的で強力な形で実際的知識（A類型）として形成される。故に、経済学とは、実際

的知識（A類型）の創造と伝達のプロセスに関するB類型（科学的）の知識の集約だと言え

る。従って、科学としての経済の主な危険性は、A類型の知識において理論化することに執

着し、その創造者たち（「経済の科学者」または「社会エンジニア」）が、企業的に人間

が絶えず創造し、扱うA類型である実際的知識の特定の知識を把握できると思い込んでしま

うことだというハイエクの指摘がよく分かる。また、あるいは、オークショットが明瞭に

批評しているように、もっと酷いのは、実際的知識の特定の知識を完全に無視してしまう

ことであり、「私が実際的知識と呼ぶものは知識のことでは全くない。つまり、その最も

適切な意味は技術的知識以上の知識はないだろうと信じる合理主義がもっと危険で、誇張

した、誤りなのだ。（オークショット、1991:15）」 

 

 

2.4. 排他的、散乱的知識 

 

 実際的知識は排他的、散乱的知識である。これが意味することは、それぞれの人間－行

為者は情報のほんの一部しか持ちえず、いわば、それは社会全体に広く伝わる情報のアト

ムとビットの違いのようなものであるが、逆説的には、その行為者だけが持つ、つまり、

その者だけだが意識的に知り、解釈した知識なのである。従って、企業的機能を行使し、

行動する人間それぞれは、厳密に言えば個人的で二度と繰り返せないような形で行う。な

ぜなら、豊富さや微妙な種類について全てその者だけが持つ世界に対する視点と知識によ
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る目的を達成しようと試みることであるから、他の誰もが全く同じ形で繰り返すことはで

きない。よって、ここで言及している知識とは、いわゆる、与えられたものではなく、情

報が格納された何らかの物的手段（新聞、専門雑誌、書籍、統計、コンピュータ等）で誰

でも手にできるものを指さない。然るに、人間行為にとって重要な知識とは、実際的類型

で厳密的に固有の、明らかな企業的知識であり、企業的に行動し、人類社会を構築し発展

させる男や女、全ての人々または各々の頭の中でのみ拡散した「状態にある」ものなのだ。 

 

 

2.5. 非形式知、暗黙知 

 

 実際的知識とは、その大部分は非形式知、暗黙知である。要するに、行為者は特定の行

為をどのように行使すればいいのか（know how）知っているが、しかし、行っていること

の要素や部分、そして、それが真実なのか、偽りなのか（know that）は知らない。例えば、

ある者がゴルフを習うとしよう。数理物理による一連の形式の適応の結果とも言える必要

な動きができるようになる科学的類型の客観的な基準全般を習わないのなら、いわば、そ

の習得プロセスは行為の一連の実際的慣習を身に着けることに等しい。同様に、ポランニ

ーが示した例えによると、自転車の乗車を習おうとする者が、バランスを取ろうとして、

倒れかける方向にハンドルを切ることで、遠心力の力が働き自転車は立ったままの姿勢が

維持できたとする。しかしこれは、全く意識することなく、あるいは、能力を基にした物

理的原則を知らなくても誰ができてもおかしくない。自転車に乗る者がここで活用したの

は、彼自身の「平衡感覚」であり、それが、倒れないようにするには常にどのように動か

なければならないか、いわば彼に指示を与えたのだと言える。ポランニーは、暗黙知とは

実際の全知識の支配的原理だと断言している（ポランニー、1959：24-25）。また、学術的

あるいは科学的に非常に高度な知識でさえ、直感や創造の行為が生んだものであり、暗黙

知がもたらした結果に他ならない。書籍、グラフ、マップ等のおかげで私たちが得られる

新しい知識は何よりも様々な視点から企業的な実際的情報の内容を整理する上で重要であ

る以外に、創造への直観力の行使に新たな可能性を開き、益々豊に多くの実をもたらす。

実際的知識の形式知化が不可能であることを証明するのは「静態的」だけでなく、たとえ

一見明瞭なような内容でも、信条やあらかじめ持っていた非形式知的な知識に基づいて解

釈された情報だけが含まれていることから、「動態的」にも証明される。なぜなら、その

形式知化しようとするあらゆる試みの心理的プロセスは、それ自体が本質的に暗黙知で非

形式知だからである。 

 

 社会の発展において、重要な役割を担う非形式知のもう一つのタイプは、様々な習慣、

伝統や、法律を構築する制度、規則、道徳であり、それによって、人間は皆それぞれ関係

する様々な環境や社会プロセスにおいて、それら規則や制度を守るために必要な役割を詳

細に理論化、形式知化する能力を持たずとも従うようになり、社会を可能にしている。言

葉との関係においても同じ事が言える。さらに、例えば、企業家の行為を導く経済計算を

行うため企業家が用いる財務会計や原価会計に関しても同様であり、それらは一種の知識

の集約または実際的技術に他ならず、市場経済の特定の事象の中で使われ、企業家が目的

を達成するために役に立つ一般的な行為の指針となるが、その大部分は会計の科学的理論

を形成することなく、それが、経済社会を可能にする複雑な調整型プロセスにどのように
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役立つのか説明することさえできない。従って、企業的機能の行使とは、オーストリア派

が考えるように（利益を得る機会を発見し大事にその機会を利用するため意識的に企業的

行動を起こす生来的能力）、基本的に暗黙的で非形式的知識だと纏めることができる。 

 

 

2.6. 企業的機能の本質的特徴である創造性 

 

 企業的機能はその行使に何ら手段を必要としない。つまり、企業性にはコストは関与せ

ず、よって、それは本質的に創造的なものなのである。この企業的機能の創造的特徴はそ

れがもたらす収益に反映する。その収益とは、ある意味、無から発生することから、企業

的純利益と呼べる。従って、企業的利益を得るためには、あらかじめ何らかの手段を準備

する必要はなく、ただ、企業的機能をうまく行使すればいいだけのことである。 

 

 次に、企業性のあらゆる行為によって発生する非常に重要な三つの効果について特に強

調しておきたい。第一に、企業的機能はそれまでに存在しなかった新しい情報を作り出す

ということ。第二に、その情報は市場の過程の中で伝達されること。第三、企業的行為の

結果、そこに関係する経済主体は他の人々の必要性に応じて行動するようになること。企

業性によるこれらの効果はオーストリア派によって分析、研究されてきた通りであるが、

非常に重要な点であるため、ここで一つ一つ改めて詳細に確認しながら学ぶ価値は十分に

ある。 

 

 

2.7. 情報の創造 

 

 あらゆる企業的行為は、新たしい情報や知識を無から創造することを意味する。この創

造は、初めに企業的機能を行使する当事者の頭の中で行われる。実際、ある人「Cさん」が

利益獲得の機会に気づいた時、彼の頭の中に今までなかった情報が作り出される。そして、

例えば、「Cさん」は行為を開始し、さらに「Aさん」と「Bさん」に連絡を取り、「Bさん」

がたくさん持っているある資材を安値で買い取り、それを早急に必要としている「Aさん」

に高値で売却する。すると同様に、「Aさん」、「Bさん」の頭の中に新しい情報が作り出

される。例えば、「Aさん」は目的を達成するためにずっと必要としていた、わずかしか存

在しなかった資材が思ったより他の市場でも豊富に手に入れられることに気づき、それま

で資材が不足していたために着手できなかった事業が始められることが分かる。一方、「B

さん」はそれまでたくさん所有していた、価値の乏しい資材をたくさんの人々が欲しがっ

ていることに気づき、それを保管しておけば高値で売れるだろうと考える。 

 

 

2.8. 情報の伝達 
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 情報の企業的創造とは、同時に市場における情報の伝達を意味する。誰かに何かを伝え

ることは、その人の頭の中に、他の人が以前に創造し発見した情報の一部が形成されるこ

となのである。 

 

 先述した例では、「Bさん」に対しその資材は貴重なもので、軽視すべきでないという概

念が厳密な形で伝達されただけではなく、また、「Aさん」には、それまで資材不足のため

始められなかった目的の追及を前進させることができるという考えが伝達されただけでな

く、市場価格を通して、その資材に対する需要があるため、その資材は備蓄され節約すべ

きだという情報が、非常に低コストで多くの情報が次から次へと市場全体、そして社会全

体に波のように広がる大変強力な伝達システムによって伝わる。また、同時に、その資材

が存在しないと思いながら行動を起こさなかった者たちは、その資源を手に入れ、それぞ

れ独自の行動計画を進めるだろう。当然のことながら、重要な情報は主観的であり、その

情報を作成、受け取り、伝達するのは常に人間であるため、それを解釈したり発見したり

できる人の入る余地はない。情報は客観的なものだという誤った概念の由来は、企業的に

想像された主観的情報の一部が多くの人に発見され、それぞれ個別の行動の中で主観的に

解釈される表現（価格、制度、基準、「商標」等）に「客観的に」反映されることにあり、

それによって、新しい主観的情報の創造はより豊富で複雑なものになる。しかし、見た目

にも関わらず、社会の情報の伝達は、基本的に暗黙的で、主観的である。つまり、明示的

に表現されず、また非常に簡略化されることから、実際、社会プロセスを調整するため最

低限に主観的に伝達され、受け止められるだけである。従って、その社会プロセスは、一

方で、企業的な新しい情報を絶えず創造、発見、伝達するための人間が持つ限られた頭脳

を最適な形で使われることを可能にしている。 

 

 

2.9. 学習効果： 調整と調節 

 

 最後に、経済主体はそれぞれの行動に応じてどのように学ぶのかということについて触

れなければならない。例えば、初めのうちは「Cさん」によって進められた企業的行為の結

果、「Bさん」は保有していた資材を無駄に浪費しないように、自らの利益を考慮し、資材

を貯蓄、保管することにきめた。一方、「Aさん」は資材を手に入れることができたので、

目的を達成するため、それまで実行できなかった行為を開始した。すなわちこれは、それ

ぞれが調整する形で行動することを覚えたのである。つまり、他の人間の必要性に応じて

自身の振る舞いを仕付け、修正したということである。そしてさらに、考えられる最適な

方法で学んだのである：学んでいると意識することなく、motu proprio（自発教令）、言

い換えれば、任意的に、各々が個人的な目的や利益を追求する計画の中において。これこ

そが、社会の活力を可能にする簡素で非常にすばらしい、有効なプロセスの核心なのであ

る。ここで注目すべきは、「Cさん」による企業家的な行動は、それまで存在しなかった「A

さん」と「Bさん]の調整的行為を可能にしただけでなく、さらに、その行為において、目

的を達成できるためのより高い可能性が得られる、それまで持ちえなかったデータ、情報

を基に、両者に経済計算を行うように仕向けたことである。要するに、様々な代替的価値、

または行為の経過の価値に対する評価判定だと理解できる経済計算は、企業的プロセスで

生成される情報のおかげで可能になる。あるいは、他の表現に置き換えれば：市場経済に
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おいて自由に促される企業的機能の行使がなければ、それぞれの行為者が行動の各代替案

の価値を適切に計算、評価するために必要な情報は生成されない。つまり、企業的機能な

しに、経済計算はできない。これが、オーストリア派の経済研究の最も重要な結論の一つ

でもあり、ミーゼス及びハイエクによって明らかにされた社会主義経済計算の不可能性の

定理の中心を担っている。この点については、後の章でまた触れるとしよう。 

 

 以上の考察は同時に社会科学の最も重要で基本的な学習要素となり、企業的機能は間違

いなく、個人個人の行動を調整、調節することで社会活動を可能にしている点において、

素晴らしい社会的機能である。企業的機能なくしては、社会の存在自体すら考えられない。 

 

 

2.10. 基本的原則 

 

 オーストリア学理論の視点から真に最も重要なことは、企業的機能を誰が具体的に行使

するのかではなく（おそらく実際上、これは最も重要になるだろうが）、企業的機能の行

使の自由に対し何ら制度的、法的制限がないことから、人それぞれが、新しい情報を創造

しながら、発見できた各状況の中で個人的に有意義な情報を利用し、自身の企業的才能を

最善に発揮できることなのである。従って、オーストリア派の学者たちの大半が、一般的

に、政治的分野において、干渉のない市場経済を擁護する、徹底した自由主義論者である

ことは単なる偶然ではない。 

 

 様々な分野で企業的な行為を起こす人間の生来的な力の根源を詳しく分析することは、

経済学者ではなく心理学者の仕事である、人間は自分にとって必要な情報を発見しようと

するため、目的や利益の達成に対して自由があるとき、それはインセンティブのように働

き、そのインセンティブによって促された企業的機能を行使する者が目的達成に必要な重

要な実際的情報を常に受け取り、発見するという基本的原則だけをここでは単に強調した

い。そして、逆に、何らかの理由で、特定の社会活動分野における企業性の行使の場が制

限または閉ざされた場合（法的、制度的、慣習的制限または経済分野での国家の干渉によ

って）、人間は、それら禁じられた、あるいは制限された分野での目的を達成するための

可能性について模索さえしなくなり、目的が得られないことから、それはインセンティブ

として作用せず、その結果、目的の追及に必要な実際的情報を受けることなく、発見もし

ない。さらに、制度的な制限（干渉主義または社会主義）が掛けられたその状況によって

価値高い多くの目的が見捨てられた実情に当事者たちは気づくこともないだろう。 

 

 最後に、それぞれの行為者-人間は、実際的情報の核心を持っており、既に繰り返し述べ

たように、目的を達成するために情報を発見し、利用しようとする。その情報は、社会の

大きさに関係なくその行為者だけが持ち、つまり、当事者だけが意識的にその情報を知り、

解釈する。その情報とはいうまでもなく、専門雑誌、書籍、新聞、コンピュータ、統計等

に表記されるものを意味するのではない。社会的に重要な情報または知識は、その多くの

場合は暗黙的にだけではあるが、それぞれの歴史的瞬間に誰かによって意識的に知られる。

そして人間が企業的機能を行使し、行動する度に、その行動は当事者独特の特異な、言い

換えれば、固有の、再現できない形で行われ、その原動は目的を達成しようとする試み、
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またはインセンティブとなって働く世界観であり、個別の状況や特質において、当事者だ

けが持つ。これによって、それぞれの人間が、他の誰も全く同じ形で繰り返せない個別の

目的と状況に応じてのみ発見する知識や情報を得ることが可能になっている。 

 

 従って、一人の企業的機能も無駄にしないことが大切である。その者がたとえ金持ちで

なくても、社会的地位が低くても、形式知の観点から深い知識がなくても、少なくとも社

会の現象に対して決定的な価値が得られる知識や情報のわずかな断片を独自に所持するだ

ろう。このような視点から眺めれば、この場で言及している、企業性の概念における人間

的な基本的性質は明確になり、それが経済を、オーストリア経済学派が理解し培ってきた

ように、人間科学としてすばらしいものにしているのだ。 

 

 

2.11. 競争と企業的機能 

 

 「competencia(競争）」という言葉の語源はラテン語のcom petito（所有者を決めなけ

ればならない一つの物に対して多数の需要が重なること）からきており、cum「con（～と）」、

とpetere「pedir,atacar,buscar（要求する、攻める、探す）」から形成している。レアル・

アカデミア・スペイン語辞書によると「competencia(競争）」は、「一つの物に対する二

者以上間の対抗」とある。従って、競争とは、対抗の動態的プロセスということであり、

多くの物が同じことをし、同じ値段で同じ物を売る、「完全競争モデル」と呼ばれる、逆

説的に言う、「誰も競争しない（ウエルタ・デ・ソト、1994：56-58）」ことを指すのでは

ない。 

 

 企業的機能は、それ自体の性質、定義により常に競争的である。これは、一旦行為者に

よって利益獲得の機会が発見されると、行為者はその機会を利用するように行動するが、

その機会はやがて消え、他の誰も重視せず、利用しなくなることを意味する。同様に、も

しその利益獲得の機会が部分的に発見された場合、あるいは、全体が発見されても行為者

によってその一部だけしか利用されなかった場合、残りの部分は他の行為者によって発見

され、利用されるまで潜在することになる。従って、社会プロセスとは、利益獲得の機会

を誰よりも早く重視し、利用するため、行為者それぞれが意識的であれ無意識であれ、互

いに競い合う意味において、純粋な競争なのである。 

 

 全ての企業的行為は、社会の不調和を発見し、調整することであり、その基本的性質で

ある競争性の働きによって、社会の不調和が一旦発見され、調整されると、他の企業家に

よって再び調整されることはない。企業性によって動いた社会プロセスは、一旦企業性の

力によって全ての社会調整の可能性が残らず発見され消えてしまうと、その動態性は消失

し停止するのだと間違って理解されるかも知れない。そうではなく、企業的な社会調整プ

ロセスは決して止まらず、消失することもない。なぜなら、基本的な調整行為は本来、否

応なく、関係する全ての企業家の目的や手段の一般的な考えを変更する新しい情報を創造

し、伝達することだからである。これは同時に、企業的な利益獲得の新たな機会を生み出

す新しい不調和を限りなく作り出すことにつながり、動態的プロセスが次々と現れ、終わ

ることはなく、こうして常に文明が進化されていく。要するに、企業的機能は、社会の活
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動を可能にするだけでなく、調和が崩れた人々の行動を調整し、社会全体に次々波及し広

がる新しい目的と知識を絶えず生成することで文明の発展を促している。そして、さらに

次の点が非常に重要である。その発展は同様にそれぞれの時代環境に応じた人間的に可能

な限り、よく調整され、調和する。なぜなら、文明の発展が進むにつれ絶えず発生する不

調和によって新しい企業的情報が生成される。すると同時に、人間行為である企業的な独

自の力によってそれら情報が発見され、または消される。企業的機能は、すなわち、社会

を纏める力であり、社会の調和した発展を可能にする。よって、その発展プロセスの中で

不可避的に発生する社会の不調和は、同様に企業的機能によって調整されるようになる。 

 

 従って、企業的プロセスは、知識の限りない成長を促す、一種の連続的な社会的ビッグ

バンを生み出している。既に見たように、新古典派経済学の一般的または部分的均衡モデ

ルに対しオーストリア派経済学はその代替として、調整型トレンドとともに継続し拡張す

る、「一般的動態プロセス」、言い換えれば、「社会的ビッグバン」を基にしたパラダイ

ムを提唱した。さらに、地球上の知識の拡張の最大値は1064ビット（バロウとティプラー、

1986：658-677）という計算結果を導き出し、それまで考えられていた物理的限界値を1000

億倍以上も増加できることを示した。バロウとティプラーは、人間の文明は特別な土台で

は知識や富、貧困を無制限に拡張できることを数学的に証明した。両者は、一般的なオー

ストリア派、特にハイエクの主な理論を支持し、経済のことを知らない物理学者による経

済成長の物理的限界値に関するばかばかしい著書が多いと述べている。成長の物理的限界

値の正確な分析は唯一、経済システムは物質的な物を生み出すよりも非物質的な知識を生

産するものだという、ハイエクの理論をよく理解すれば可能であると言う（ティプラー、

1988：4-5）。 

 

 

2.12. 結論：オーストリア派経済学による社会の概念 

 

 要するに、社会とは自然発生型のプロセス（つまり、動態的構造）だと言え、すなわち、

誰かが故意にデザインしたものではなく、非常に複雑で、何百万もの人々の無限に多様な

目的、好み、評価、実際的知識などで成り立ち、しかもそれらは全て絶えず変化している。

その人間の相互作用（基本的に、頻繁に貨幣価格に反映し、規則、慣習、行為基準などに

従って働く交換関係である）は、常に情報や知識を創造、発見、伝達しながら人間の矛盾

した計画を競うように調節、調整し、ますます多くの、複雑で、多種多様な富とともに人々

の共存生活を可能にさせる企業的機能の力によって動かされ、促進される。 

 

 このように定義された社会プロセスの分析こそが経済学の目的である。よって、オース

トリア派の経済思想家たちは経済問題の本質は、自発的な社会の命令のおかげで、どこか

に集中して準備されたものでは決してない、何百万人という個人の頭の中に拡散している

膨大な数の実際的情報を私たちがどのように利用するのかを分析することだと考える。経

済学の対象は、人間の計画を調節、調整しようとする、社会での人間の活動を可能にする

企業的機能によって常に促される情報の発見と伝達の動態的プロセスの分析にある。これ

が経済問題の本質であり、これ以外でもない。新古典派の支配的パラダイムの開拓者たち

が掲げる均衡モデルの理論に対し特に私たちは批判的に見なければならない。ハイエクが
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科学的な根拠が乏しいと批判する、全ての情報は与えられているという前提から成るその

理論では、経済問題の本質は既に解決済みとなってしまう（ハイエク、1972:51,91） 
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